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環境に関する県民アンケート調査結果

第３次秋田県環境基本計画を策定するにあたり、県民の環境に対する意見や

要望を反映するため、環境に関する県民アンケート調査を実施した。

１ 調査地域 秋田県内全域

２ 調査方法 郵送による無記名帳票の配布・回収

※パソコン・スマートフォンによる回答も実施

市町村選挙人名簿による層化２段抽出法

３ 調査対象 県内在住の１８歳以上の男女2,000人

４ 調査期間 令和２年９月11日～９月２５日（１５日間）

５ 回答数（回答率） 1,003 ／ 2,000 人 （50.2％）

調査票回答 898 ／ 2,000 人 （44.9％）

ｗｅｂ回答 105 ／ 2,000 人 （5.3％）

※１ 調査票回答 無効数 9人

（記入漏れ）６人

（調査票ページ不足）3人

※２ 調査票戻り 27人
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問１ 回答者の情報

問1-1 回答者の性別

回答者の性別については、若干女性が多くなっています。

（一つ選択、回答数1,003）

問1-2 回答者の年齢階層

回答者（全体）の年齢階層について、「70歳以上」（28.8％）が最も多く、次いで

「60～69歳」（26.0％）、「５0～５9歳」（15.8％）と年齢が高い階層の回答者数が

多く、年齢が若くなるに従い回答者数が少なくなっています。

（一つ選択、回答数1,003）

問1-3 回答者の居住地域

回答者の居住地域については、「秋田地域」（38.1％）が最も多く、次いで「仙北地

域」（14.0％）、「北秋田地域」（10.8％）となっています。これらの割合は、おおむね

調査票を郵送した割合と一致します。

（一つ選択、回答数1,003）
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問1-4 回答者の職業

回答者の職業については、「無職」（36.1％）が最も多く、次いで「医療・福祉」（9.9％）、

「製造業」（8.7％）となっています。無職が最も多かったことは、高齢者の回答割合が

高かったことが反映されています。

（一つ選択、回答数1,003）

問２ 環境に関する実感について

問2-1 秋田県の環境に関する実感について

秋田県の環境に関する実感については、「どちらとも言えない」（51.6％）と回答し

た人が最も多く、次いで「やや良くなっている」（24.4％）、「やや悪くなっている」

（14.0％）となっています。

本県の良好な環境が維持されていると実感している回答者が多数を占め、良くなって

いると感じている回答者とあわせると、８割以上の回答者が現状維持から良くなってい

ると実感しています。

（一つ選択、回答数1,003）
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問2-2 秋田県の環境の変化に関する意識について

秋田県の環境の変化に関する意識については、「プラスチックごみ問題を考えるよう

になった」（22.8％）と回答した人が最も多く、次いで「地球温暖化について考えるよ

うになった」（18.8％）、「食品ロスの削減について取り組むようになった」（12.3％）

となっています。地球規模の環境問題である地球温暖化、海洋プラスチックごみ汚染、

食品ロスなどに関心が高く、県民の環境保全意識の醸成につながっていることが伺えま

す。

（複数選択、回答数1,003）

問3 秋田県の環境の現状について

秋田県の環境の現状については、「十和田湖、八郎湖、田沢湖の水質が改善されてい

る」（32.5％）と回答した人が最も多く、次いで「ゴミについての意識が高くなり、廃

棄物の３Ｒや適正処理が進んでいる」（19.3％）、「生活排水などの流入が削減され、川

の水がきれいになっている」（11.3％）となっています。

県民の身近な環境である水質改善、リサイクルなどの３Ｒやごみの適正処理の取組が

進んでいると感じている一方で、多様な自然環境の保全や自然と人との共生、環境教育

に関し以前よりもよくなっていると感じている回答者は少ない状況です。
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騒音が減った ゴミが減った

空気がきれいになった 県民の環境活動が活発になった

地球温暖化について考えるようになった プラスチックごみ問題を考えるようになった

食品ロスの削減について取組むようになった 子どもの環境教育の機会が増えた

大人の環境学習の機会が増えた 特になし
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（複数選択、回答数1,003）

問4 環境への関心について

環境への関心については、「地球温暖化による気候変動対策の推進」（15.1％）と回

答した人が最も多く、次いで「食品ロスの削減や食品残渣のリサイクル推進」（13.7％）、

「廃棄物の削減や再利用などによる循環型社会の構築」（12.0％）となっています。

地球規模の環境問題である地球温暖化、海洋プラスチックごみ汚染、食品ロスなどに

関心が高くなっていることが伺えます。

（複数選択、回答数1,003）
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再生可能エネルギーの導入促進
省エネルギーの推進
地球温暖化による気候変動対策の推進
廃棄物の削減や再利用などによる循環型社会の構築
食品ロスの削減や食品残渣のリサイクル推進
商品などの生産、消費の方法を変えることで、資源を使い続けられる「持続可能な消費」の推進
農作物や森林資源などの適正な保全による「持続可能な農林業」の推進
地域循環共生圏の構築による地域活性化の推進
大気や水環境の保全、化学物質の規制対策の推進
海洋・水産資源の保全や海洋ゴミ対策の推進
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問5 日常生活における環境への配慮について

日常生活における環境への配慮については、「買い物の際は、マイバッグを持参して

いる」（12.1％）と回答した人が最も多く、次いで「ごみの分別（ごみの種類、リサイ

クル資源など）をきちんとしている」（12.0％）、「詰め替え用品を買うようにしている」

（10.4％）となっています。

買い物の際のマイバッグや詰め替え用品の購入、ごみの分別の徹底など、３Ｒ活動が

定着していることが伺えます。また、「油や食べ残りを排水口に流さない」や「ペット

ボトル、食品用トレーなどのリサイクル」など、家庭でのちょっとした工夫で実践され

ており、日常の暮らしの中で環境への配慮が定着していることが伺えます。

一方で、公共交通機関の利用が低いことについては、秋田県の公共交通の利便性が低

いことが反映しています。

（複数選択、回答数1,003）
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問6 地域の環境保全活動への参加について

問６-1 地域の環境保全活動への参加状況について

地域の環境保全活動への参加については、参加していないと回答した人が約11ポイ

ント多くなっています。

（複数選択、回答数1,003）

また、参加していると回答した人の活動としては、「地域のクリーンアップ活動」

（71.6％）と回答した人が最も多く、次いで「環境団体への募金・寄付活動」（10.3％）、

「環境をテーマにした講演、講習会など」（8.5％）となっています。

（複数選択、回答数397）

問６-２ 環境保全活動への参加の効果の実感について

環境保全活動への参加の効果の実感については、「ある程度役に立っている」（55.2％）

と回答した人が最も多く、次いで「役に立っている」（21.4％）と、約75％の人が役

に立っていると実感しています。

（一つ選択、回答数397）
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問６-３ 環境保全活動へ参加していない人の理由について

環境保全活動へ参加していない人の理由については、「仕事や家事が忙しく時間がと

れない」（30.3％）と回答した人が最も多く、次いで「活動が行われていることを知ら

ない」（23.9％）、「活動に関する情報が入手できない」（17.4％）となっています。

（複数選択、回答数559）

問7 どのような環境施策を期待しているかについて

どのような環境施策を期待しているかについては、「地球温暖化対策のための省エネ

ルギー、再生可能エネルギーの導入」（13.5％）と回答した人が最も多く、次いで「大

気、河川などの水質・土壌・騒音・悪臭など生活環境の改善」（11.7％）、「自然とふれ

あえる公園やまちの緑化の推進、秋田県の優れた景勝地の保護」と「海岸漂着ゴミの発

生抑制、食品ロス削減の推進」（10.9％）となっています。

地球温暖化、海洋プラスチックごみ汚染、食品ロスなどに関心が高くなっていること

が、環境施策への要望につながっていることが伺えます。

（複数選択、回答数1,003）
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問8 秋田県の環境の将来像について

秋田県の環境の将来像については、「良好な大気や水環境が維持され、豊かな自然環

境と多様な生物が保全された「豊かな水と緑があふれる秋田」が継承されている」

（23.6％）と回答した人が最も多く、次いで「風力発電など、地域資源を活用した新

エネルギーの導入が促進され、再生可能エネルギーの県内自給率が向上し、環境関連産

業が進展している」（15.7％）、「温暖化防止に対する意識が醸成され、県民総参加で地

球温暖化防止活動を推進している」（13.5％）となっています。

本県の豊かな自然に恵まれた環境が将来に渡って継承されていることが最も望まれ

ています。豊かな自然環境を守ることを含め、地球温暖化防止に関する取組が進むこと

が望まれていることが伺えます。

（複数選択、回答数1,003）
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環境に関する事業者アンケート調査結果

第３次秋田県環境基本計画を策定するにあたり、事業者の環境に対する意見

や要望を反映するため、環境に関する事業者アンケート調査を実施した。

１ 調査地域 秋田県内全域

２ 調査方法 郵送による無記名帳票の配布・回収

法人番号による無作為抽出法（乱数による）

３ 調査対象 県内500事業所

法人番号（秋田県・株式会社）より対象抽出

４ 調査期間 令和２年９月1日～９月１４日（１４日間）

５ 回答数（回答率） １７６ ／ 500 人 （35.2％）

※１ 調査票回答 無効数 ２社（業種記入漏れ）

※２ 調査票戻り ４８社
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問１ 事業所の概要

問1-1 事業所の従業員数

回答のあった事業所の従業員数については、「２０人未満」（67.0％）と回答した事

業者が最も多く、次いで「20～４９人」（22.2％）、「５０～９９人」（6.3％）となっ

ています。

（一つ選択、回答数176）

問1-2 事業所が所在する地域

回答のあった事業所の所在する地域について、「秋田地域」（40.3％）が最も多く、

次いで「仙北地域」（12.5％）、「北秋田地域」（10.2％）となっています。

（一つ選択、回答数176）

問1-3 事業所の代表的な業種

回答のあった事業所の代表的な業種については、「その他」（40.3％）が最も多く、

次いで「建設」（23.9％）、「食品」と「商業」（11.4％）となっています。

（一つ選択、回答数176）

67.0 22.2 6.3 2.3
1.1

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
２０人未満 ２０～４９人 ５０～９９人
１００～１９９人 ２００～２９９人 ３００～４９９人
５００人以上

6.8 10.2 8.5 40.3 9.7 12.5 9.1 2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

鹿角地域 北秋田地域 山本地域 秋田地域 由利本荘地域 仙北地域 平鹿地域 雄勝地域

23.9 11.4
1.1

2.3
1.7

1.1
0.6 11.4

2.8
2.3

1.1
40.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
建設 食品 紙・パルプ 化学 鉄鋼・金属 産業機械
電気機器 輸送用機器 精密機械 商業 金融・金属 運輸・倉庫
電力 ガス 通信 その他
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問２ 環境保全への取組みについて

問2-1 事業所での環境保全の取組について

事業所での環境保全の取組については、「省エネ効率の高いＯＡ機器、ＬＤＥ照明・

空調設備を導入している」（29.2％）と回答した事業者が最も多く、次いで地域の清掃、

植樹など環境美化活動を行っている」（15.5％）、「文書の電子化を進めている」（15.2％）

となっています。

事業者における省エネ活動や地域における環境美化活動などの取組がすすでいる一

方で、環境マネジメントシステムや環境保全活動に関する従業員研修は、取組が進んで

いない状況が伺えます。今回、回答のあった企業の約７割が従業員２０人未満の小規模

事業者であったことなども要因と考えられます。

（複数選択、回答数176）

問２-２ 問２-１で現在取り組んでいない項目の理由について

環境保全の取組のうち現在取り組んでいない項目の理由については、「コスト、時間、

労力がかかる」（69.9％）と回答した事業者が最も多く、次いで「取組方法が分からな

い」（12.8％）、「事業活動への効果が分からない」（11.5％）となっています。

（一つ選択、回答数156）

29.2 3.8
1.8

2.9 15.2
0.9

4.1 4.4
0.6

3.5 4.7 6.4 1.5
1.2

4.4 15.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
省エネ効率の高いＯＡ機器、ＬＤＥ照明・空調設備を導入している
グリーン購入（環境物品等の調達）を行っている
太陽光発電などのクリーンエネルギー機器を設置している
電気自動車・燃料電池自動車の導入を進めている
文書の電子化を進めている
食品廃棄物などをバイオマス資源として活用している
リサイクル可能な製品の製造、販売を行っている
製品等の簡易包装化を行っている
リサイクルを考慮した製品設計を行なっている
取扱商品等について、消費者からの回収を実施している
有害化学物質の使用削減などに取組んでいる
低騒音、低振動型の機械、脱臭装置の導入を行なっている
ＩＳＯ14001、エコアクション21を取得している
事業活動に伴う、環境を担当する部門や組織を設置している
環境保全に関する従業員研修を実施している
地域の清掃、植樹など環境美化活動を行っている

69.9 11.5 12.8
0.6

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コスト、時間、労力がかかる 事業活動への効果が分からない
取組方法が分からない 従業員の理解や協力が得られない
その他
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問２-３ 環境保全を進めていくため行政に期待している施策について

事業所において環境保全を進めていくため行政に期待している施策については、「ゴ

ミの減量化・リサイクルの支援」（19.5％）と回答した事業者が最も多く、次いで「環

境保全への取組み事例の情報提供」（15.8％）、「再生可能エネルギーや省エネルギー設

備導入に関する支援」（15.5％）となっています。

（複数選択、回答数170）

問3 社会貢献活動について

問3-1 事業者での環境に関する社会貢献活動について

事業者での環境に関する社会貢献活動の取組については、「機会があれば、行いたい

と考えている」（55.1％）と回答した事業者が最も多く、次いで「行っている」（29.5％）、

「行わない」（13.1％）となっています。

（一つ選択、回答数176）

15.8 5.8 19.5 5.3 1.4

1.4

2.1 15.5 3.7 5.6 10.9 13.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

環境保全への取組み事例の情報提供
環境セミナーを開講し、事業所向けの学習の場を設ける
ゴミの減量化・リサイクルの支援
植樹など緑化活動の支援
環境自主行動計画などの計画策定の支援
ＩＳＯ1400１、エコアクション21などの承認取得の支援
環境に配慮した行動を実践している事業者の表彰制度
再生可能エネルギーや省エネルギー設備導入に関する支援
環境配慮型設備の開発費支援や技術的なコーディネート支援
事業者、県民、行政の環境ネットワーク体制構築の支援
電気自動車・燃料電池自動車の導入支援
環境配慮型設備の導入に係る低金利の融資制度や利子補填制度

29.5 2.3 55.1 13.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行っている 今後、行う予定である 機会があれば、行いたいと考えている 行わない
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問３-２ 問３-１で「行っている」とした事業所での環境に関する社会貢献活動

について

事業所で行っている環境に関する社会貢献活動については、「地域の清掃活動への参

加」（45.4％）と回答した事業者が最も多く、次いで「花壇づくりや植樹などの緑化活

動」（17.5％）、「プラスチックや廃油などのリサイクル活動」（12.4％）となっていま

す。

（複数選択、回答数52）

問３-３ 問３-１で「行っている」とした事業所において、環境に関する社会貢

献活動を行う場合、どのような機関と連携しているかについて

事業所で行っている環境に関する社会貢献活動を行う場合の機関と連携については、

「自主的活動」（34.8％）と回答した事業者が最も多く、次いで「自治会」（18.8％）、

「行政」（17.4％）となっています。

（複数選択、回答数52）

3.1 45.4 12.4 5.2 17.5 6.2 6.2 4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
環境に関連する展示会や講習会の協賛など 地域の清掃活動の参加

プラスチックや廃油などのリサイクル活動 環境団体などへの募金・寄付

花壇づくりや植樹などの緑化活動 施設見学の受入

環境をテーマにした出前講座 自然環境の保全活動

その他

7.2 18.8 5.8 15.9 17.4 34.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ＮＰＯ団体 自治会 学校や大学・研究機関 企業 行政 自主的に活動
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問4 環境ビジネスへの関心について

問４-1 事業者での「環境ビジネス」の事業活動としての取組について

事業者での「環境ビジネス」の事業活動としての取組については、「取り組んでいな

い」（46.8％）と回答した事業者が最も多く、次いで「取り組んでいる」（23.1％）、「取

り組んでいないが、今後検討したい」（22.0％）となっています。

（一つ選択、回答数173）

問４-２ 「環境ビジネス」の進展や参入のために行政にどのような支援を望む

かについて

「環境ビジネス」の進展や参入のために行政にどのような支援を望むかについては、

「情報提供、相談窓口の設置」（21.4％）と回答した事業者が最も多く、次いで「税制

面での優遇措置」（21.1％）、「環境ビジネスのための体制づくり」（16.8％）となって

います。

（複数選択、回答数172）

23.1 8.1 22.0 46.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取組んでいる 取組んでいないが、検討している

取組んでいないが、今後検討したい 取組んでいない

21.4 21.1 13.9 10.4 16.8 15.0 1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

情報提供、相談窓口の設置 税制面での優遇措置

低利融資等の融資制度の拡充 消費者等の意識向上のための啓発活動

環境ビジネスのための体制づくり 特に必要ない

その他



16

問5 ＳＤＧｓへの対応について

日常生活における環境への配慮については、「ＳＤＧｓを知らなかった（この設問で

初めて知った）」（51.1％）と回答した事業者が最も多く、次いで「ＳＤＧｓという言

葉は聞いたことがあるが、内容を詳しく知らない」（20.1％）、「ＳＤＧｓの内容は知っ

ているが、特に対応は検討していない」（18.4％）となっています。

ＳＤＧｓが浸透していない状況が浮き彫りとなっています。小規模事業者が多数を占

めていたことも要因と考えられますが、環境の側面だけでなく、経済・社会の発展を目

指すためにはＳＤＧｓ及びその考え方を浸透させることが必要です。

（一つ選択、回答数174）

問6 秋田県の環境の現状について

秋田県が環境保全のためにこれまで取り組んできたか内容に関し、以前と比べてどの

ように思うかについては、「どちらともいえない」と回答した事業者が最も多く、次い

で「ややそう思う」、「あまり思わない」となっています。

（一つ選択、回答数170）

（複数選択、回答数169）

3.4 6.9 18.4 20.1 51.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
既に対応・行動を行っている
対応・行動を検討している
ＳＤＧｓの内容は知っているが、特に対応は検討していない
ＳＤＧｓという言葉は聞いたことがあるが、内容を詳しく知らない
ＳＤＧｓを知らなかった（この設問で初めて知った）

15.9 32.4 29.4 19.4 2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

多様な野生動植物が生息する自然環境を保全し、里山などの自然が守られている

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまり思わない 全く思わない

11.2 30.2 34.3 22.5 1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自然と人が共存した持続可能な農業、林業、漁業が営まれている

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまり思わない 全く思わない
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（複数選択、回答数168）

（複数選択、回答数169）

（複数選択、回答数169）

（複数選択、回答数169）

（複数選択、回答数169）

10.1 44.0 34.5 10.1 1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

十和田湖、八郎湖、田沢湖の水質が改善されている

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまり思わない 全く思わない

12.4 34.3 41.4 10.1 1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生活排水などの流入が削減され、川の水がきれいになっている

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまり思わない 全く思わない

10.1 36.1 39.6 13.0 1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有害な化学物質により生活環境が汚染されていない

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまり思わない 全く思わない

16.6 42.6 32.5 8.3 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ゴミについての意識が高くなり、廃棄物の３Ｒや適正処理が進んでいる

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまり思わない 全く思わない

5.3 37.9 37.9 18.9 0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

省エネ対策、再生可能エネルギー導入などの温暖化対策への取組みが進んでいる

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまり思わない 全く思わない
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（複数選択、回答数170）

問7 秋田県の環境の将来像について

どのような環境施策を期待しているかについては、「良好な大気や水環境が維持され、

豊かな自然環境と多様な生物が保全された「豊かな水と緑があふれる秋田」が継承され

ている」（25.9％）と回答した事業者が最も多く、次いで「風力発電など、地域資源を

活用した新エネルギーの導入が促進され、再生可能エネルギーの県内自給率が向上し、

環境関連産業が進展している」（15.4％）、「優れた景観を有する里山が県民共有の財産

として後世に引継がれている」（11.8％）となっています。

本県の豊かな自然に恵まれた環境が将来に渡って継承されていることが最も望まれ

ています。豊かな自然環境を守ることを含め、地球温暖化防止に関する取組が進むこと

が望まれていることが伺えます。

（複数選択、回答数170）

2.9 14.7 50.0 27.1 5.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

幅広い世代を対象にした環境教育・学習が充実している

そう思う ややそう思う どちらともいえない あまり思わない 全く思わない

8.8 7.7 25.9 12.4 15.4 10.3 11.8 7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

温暖化防止に対する意識が醸成され、県民総参加で地球温暖化防止活動を推進している

県民、事業者、行政等が連携し、循環型社会の形成を推進している

良好な大気や水環境が維持され、豊かな自然環境と多様な生物が保全された「豊かな水と緑があふ
れる秋田」が継承されている
県民、事業者、行政が一体となって環境保全に取組み、美しい街並みが維持されている

風力発電など、地域資源を活用した新エネルギーの導入が促進され、再生可能エネルギーの県内自
給率が向上し、環境関連産業が進展している
環境保全型農業が定着するとともに、多くの主体の参加のもと森づくりや沿岸環境の保全が図ら
れ、豊かで安心して暮らせる農山漁村地域がつくられている
優れた景観を有する里山が県民共有の財産として後世に引継がれている

県立公園等の整備により、安らぎと潤いのある空間が創出され、豊かな生活が支えられている
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環境に係る県民・事業者アンケート調査結果

第３次秋田県環境基本計画における基礎調査

令和３年３月

秋田県生活環境部環境管理課


